
６ 実務経験（見込）証明書 － （様式２） 

（１） 実務経験（見込）証明書の事業所等への作成依頼 

実務経験（見込）証明書は、受験資格に該当する事業所等の証明権限を有する方（以下、

証明権者）が記入する書類です。受験申込者は、本項だけでなく、Ｐ６４～Ｐ６７に掲

載している証明権者向けの記入要領も含め、全ての記入要領を熟読し、よく理解された

上で、実務経験（見込）証明書の作成を依頼してください。 

また、実務経験（見込）証明書は、巻末の様式２をコピーの上、証明権者（若しくは

担当者）にお渡しください。併せて、証明権者向けの記入要領（Ｐ６４～Ｐ６７）もコ

ピーの上、お渡しください。 

 

（２） 記入要領等 

① 記載は、黒色ボールペンを使用し、楷書で正確に記入してください。 

記入を間違えた場合は、二重線で消し、訂正印として証明権者の公印を押してください。

記入担当者、受験申込者の印での訂正は認められません。 

② 実務経験（見込）証明書は、巻末の様式２をコピーしてご使用ください。 

※ 実務経験（見込）証明書は、（公社）福岡県介護支援専門員協会のホームページ

（http://fukuoka-cm.jp/）からもダウンロードできます。必要に応じて証明権者に利用

いただくようお伝えください。 

③ ２カ所以上の施設（事業所）を通算して、実務経験を満たす場合には、施設(事業所)毎の

実務経験（見込）証明書の提出が必要です。 

※ 法人内での異動や職種変更の場合も、それぞれに対する証明書が必要です。 

④ 書類内容の確認のため証明権者（若しくは担当者）へ直接、連絡させていただく場合があ

りますので記入担当者の連絡先もご記入ください。 

⑤ 法定資格に基づく業務の場合、その有効期間は、資格登録証等に記載されている登録日以

降となります。当該事業所等に資格登録証等の写しなどを渡していない場合には、資格登録

証等の写し等を提示してください。 

⑥ 医院の医師や薬局の薬剤師が自身で開業している場合等、実務経験（見込）証明者と受験

申込者が同一の場合は、実務経験（見込）証明書と併せて開業許可書、認可書、届出書、業

務委託契約書等の客観的に証明できる書類の写し（注）を添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 個人で開業するにあたって、必要な許認可や届出をした際にそれが受理されたことを

証明する書類（開設地・開設年月日がわかるもの）です。 

例）医院の場合は、医療法第８条による診療所開設届の写し 

例）薬局の場合は、薬局開設許可証の写し 

例）介護保険指定事業所の場合は、指定通知書の写し 

http://fukuoka-cm.jp/


 

★ 実務経験を「見込」で証明する場合の注意事項 ★ 

 
○ 受験申込書提出時点で、必要な実務経験を満たさず、最長平成２９年１０月７日（試験日

の前日）までで達する見込みの方は、「実務経験見込証明書」となります。「見込」証明の

場合は、様式中の「□見込による証明」欄の□にレ印を付けます。 

 

○ 該当者は、必要な実務経験を満たした時点で、速やかに確定した「実務経験証明書」を改

めて提出が必要です。送付期限は平成２９年１０月１８日（水）（消印有効）までです。 

 

○ 確定した「実務経験証明書」の提出がない場合は、受験は無効となりますので、十分に

ご注意ください。 

 

○ 既に受験資格に係る実務経験を満たしている方でも、実務経験証明書における「該当業務従

事期間」の終了日が証明日を超えている場合には、「実務経験見込証明書」となります。 

 

例：証明日 平成２９年６月１０日 

  該当業務従事期間 平成２１年４月１日～平成２９年６月３０日 （８年３カ月） 

   → この場合は、受験資格に係る実務経験を十分に満たしていても、該当業務従事

期間の終了日が、証明日を超えているため「見込」証明となります。 

 
 

 

（３） その他 

① 旧受験資格における「ボランティア等の公的サービス以外のサービスを行う団体において

介護等の業務を行っている者」は、当該団体の概要及び市町村ボランティアセンター等に登

録されている団体についてはその旨の書類を実務経験証明書に添付してください。 

② 旧受験資格における「民間事業者によるサービス指針（ガイドライン）を満たすと認めら

れるものにおいて、相談援助業務・連絡調整業務に従事している者」の該当者には、後日、

該当サービスの確認証明書を送付します。本証明書については、証明権者等に必要事項を記

入してもらった上、指定期日までに返送してください。 

③ 施設、事業所等の廃業及び統廃合等により、実務経験証明書の発行が困難な場合について

は、給与明細書、雇用契約書等、実務経験を確認する書類、受験年度以前に作成された実務

経験証明書をもって受験資格の確認ができれば受験資格を有すると判断します。ただし、書

類内容によっては、受験資格を有すると判断できない場合もありますのでご了承ください。 

過去に受験票の交付を受けた方は、実務経験証明書を省略することができます。（Ｐ５９

参照） 

④ 介護保険法第６９条の３９第１項第２号により、不正の手段により登録を受けた場合は、

介護支援専門員の登録を消除する旨の規定が定められていますのでご注意ください。 

 


